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抄録  東北大学生活協同組合では、2004 年度から東北大学との間で正規の共同研究契約を締結し、産学連携によりパソコン

講座の質の向上を図った。具体的にはオープンソースソフトウェアのライセンスや歴史を学ぶ、著作権の問題に関して身近な事

例を作ってディベートを行わせる、総合サポートデスクでインシデント相談にも対応する等数々の新しい特徴を有する情報倫理

講座を立ち上げた。このような枠組みを作った結果、スタッフが創造的な意見を言うようになり、応用セキュリティ講座、起業

家育成講座など、パソコン講座の域を超えた企画が多数出現し、大学生協のビジネスモデルのあり方にさえ一石を投じようとし

ている。 
 
キーワード  学びと成長、キャリアデザイン、情報倫理、著作権、アントレプレナーシップ、産学連携 

 
1. はじめに  

ここ数年、大学教育へのニーズは、より専門性の高

いものから、実践的なものまで幅が広くなってきてい

る。就労の形態が多様化し、キャリア形成に資するべ

く自分自身に付加価値を付けたいという学生のニーズ

は、最近の企業業績の改善を考慮に入れても今後とも

増えさえすれ、減ることはない。企業側も、もはや終

身雇用の時代には帰れず、より実践的なスキルを持っ

た学生を期待する傾向は今後も減らないだろう。  
即戦力の内容として選択されるもの、問われるもの

は語学、 IT リテラシー、各種資格など多様であって、

「何々学」という範疇に止まらないが、大学の立場か

らは抵抗感があることも否めない。  
一方、大学生協はこのような教育に対し親和性が高

い。大学の学生はほとんどが大学生協の組合員であり、

大学生協は組合員のための組織であるからだ。大学生

協が教育の担い手として大学教育を補完し、大学と相

互に協力する可能性が見出せるのではないだろうか。  
 

2. 東北大生協におけるキャリア形成支援事業

の概要  
2.1.  キャリア形成支援事業  
東北大学生協は 1996 年に「自己開発支援事業」とし

て英語サークル「ＴＥＣ」を開始し、その後「学びと

成長支援事業」に改称して 2003 年段階では次のような

事業を実施していた。  
 
①  キャリアセミナー  
②  パソコン講座  
③  カレッジ TOEIC・英語サークル  
④  公務員試験受験講座  
⑤  就職活動支援事業  

 
課題としては、いずれもそれぞれに連関もなく、や

る気のある学生に連続的なコンテンツを提供するとい

う体制になっていなかったことがあげられる。  
 

2.2.  パソコン講座事業  
東北大学生協のパソコン講座は、1999 年に「パソコ

ン共同購入事業」のアフターサービスの一環として、

学部 1 年生に対する「ワード、エクセル、ウインドウ

ズ＆インターネット」の 3 科目で開始され、それぞれ

200 名を超す参加者があった。しかし、パソコン講座

の後に受けられる講座は前述のように連携がなく、単

純な IT リテラシーだけでは、教科「情報」必修化の影

響で受講生が減ることが確実視された (1)。  
 

2.3.  一貫性のある学びと成長支援  
 大学生協専務の佐藤和之氏は「入口から出口までの

トータルサポート」を提唱し、これらのカリキュラム

の改革を方針として打ち出した (図 1)。①入口であるパ

ソコン講座の充実、②出口の多様化を図ること、の 2
つを基本戦略とし、業者に依存せず自力でカリキュラ

ムを開発しようと考えた。  

図 1 学びと成長支援事業の流れ 

(東北大生協・佐藤和之氏作成) 
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3. パソコン講座  
3.1.  東北大学生協のパソコン講座  
 2003 年 11 月からパソコン講座の改革に向けての検

討が開始され、2004 年 3 月からは筆者の浜田、金谷ら

が検討に参加した。主要な改定点は次の 2 点である。  
 

3.2.  情報倫理教育の導入  
第一のポイントは情報倫理教育の導入である。背景

には購買店舗やサークル等において知りえた危機意識

がある。例えば、公然と「あのゲームソフトコピーし

てよ！」と話している。ヘルプデスクで学生のパソコ

ンを点検すると、ウイルスソフトも入っておらず、OS
のバージョンアップもなされていない。  

このようなことに対応するには、まずは著作権、ウ

イルス対策、電子商取引などについて法的な問題の所

在に気づかせ、情報ネットワークを利用する者の責任

について、具体的に理解させることが必要である。こ

のため、2004 年から浜田、金谷らが講師として加わり、

情報倫理教育を導入した (2)。  
 

3.3.  パソコンを通じた全人格的教育  
前節で述べたような態度は、外部の事象に対して自

分で考えることができず、他力本願的な「現代学生気

質」から導き出されるものである。したがって、「考え

る」「目標をたてて生きる」「コミュニケーション能

力」などのリテラシーに直接語りかけることが求めら

れている。SCALE による自己分析をもとに、パソコン

をツールとして用いて、自らの生き方を考えさせる全

人格的教育の場に昇華させるのである。ここにパソコ

ン講座の発展の余地があると考え、2005 年に「PC&情

報活用講座」に改名した (3)。  
 

3.4.  パソコン講座の展開  
新しいパソコン講座は、2004 年度は 4 月～12 日に

延べ 9 回、2005 年度は 4 月～12 月に延べ 11 回実施さ

れた。参加者は 2004 年度が 571 名、2005 年度が 582
名であった。2005 年度から東北大学との間でカリキュ

ラム開発の共同研究契約を締結し、学生、大学教員、

生協職員が共同でカリキュラム検討委員会を作って議

論し、適宜修正して進めている。  
これまでに述べたコンセプトをどのように反映さ

せたか、それによってどのようにモチベーションが変

わったかを簡潔に説明する (4)。  
 

3.4.1. 情報倫理教育の導入 (2004 年度 ) 
①大学教員による講義～パソコン講座の他の科目

は学生スタッフ（グループアドバイザー、GA）が行う

が、著作権等は専門家が教えることにした。ただし、

受講生による互学互修のコンセプトは残し、GA はラ

イセンス契約書の講義をした。  
②オープンソースソフトウェアに関係する講義～

参加者が自らコミュニティに加わり、ソフトウェアを

改良していくというプロセスがあることを知らせる。  
 

3.4.2. 応用セキュリティ教育への展開 (2005 年度 ) 
 ①情報セキュリティ講座の新設～情報倫理教育の発

展版、実践版として、1 科目を新設。  
②GA による知の世代間伝承～SCORE 受験など一部

を除き、1 年生時の受講生としての経験、その後大学

で経験したことを踏まえて GA が自ら企画して運営す

る。  
 ③ディベートの採用～ともするとノルマ的･受身に

なりがちな情報倫理講座を自分の問題として理解し、

表現させるため著作権等に関連するディベートを導入。 
 ④GA による各種相談への対応～架空請求・ワンク

リック詐欺等の脅威を教えるだけではなく、ヘルプデ

スクで実際の相談に対応。  
⑤大学との共同研究契約～東北大生協としては初、

全国的にもきわめて珍しい大学との正規の共同研究契

約を締結、産学連携によるカリキュラム開発を目指し

た。  
 

3.4.3. 変化  
これらの試みにおいて特に注目すべきは、大学生協

のスタッフとして働いていた T/A が、自らが新しいも

のを作り出すのだという自覚を持ち、カリキュラムの

研究に主体的に取り組み、後輩に教える（互学互修）

が確立しつつあることである (5)。  
応用セキュリティ講座においては「ブログを開設し

よう」、「フリーソフトで遊ぼう」など５つのティーチ

ングプランを自ら立て、その過程で使用するフィッシ

ングサイトや偽メール、ワーム感染を経験させるため

のホームページ等をほとんど自作した。さらに論文を

書き、学会で発表するなどしている。2006 年度のカリ

キュラムもほとんど学生によるオリジナルである。こ

のような意欲的な学生を生み出したことは、本講座の

誇るべき成果であり、学びと成長支援事業の本旨に適

うものである。  
 

4. ビジネス入門コース  
4.1.  目的  

続いて、「学びと成長」の出口をどうするべきか検

討した。対象は学部 3 年～4 年、理系の修士 1 年など

卒業後の進路を意識し始める年次を想定し、就職活動

対策のみならず、入社後に起きる事態に能動的に対応
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できる「たくましさ」を身につけさせたいと考えた。  
 

4.2.  起業教育  
われわれは大学発ベンチャー等の創業支援に利用

されている「起業教育」を行うことにした。企業の雇

用環境が変わり、多くの卒業生が転職、スピンアウト、

出向などを経験するようになった。同一企業内におい

ても、カンパニー制のような企業内起業、プロジェク

ト立ち上げなどが日常的な動きとなっている。その場

合、一定の心理的資質を身に付ける必要があり、ビジ

ネスプラン、資金繰り、会計、契約、知的財産権など

の基礎的な知識が必要とされる。卒業後すぐに起業す

ることを前提としたものではない点で、産学連携の現

場で行われるものとは一線を画するが、アントレプレ

ナーシップを身に付けることは不確かな将来を担保す

るものとなり得る。  
 

4.3.  マネジメントゲーム 
最低限のビジネスセンスを身につけさせるため、コ

アカリキュラムとしてマネジメントゲームという盤ゲ

ームを採用し、学生に会社経営の疑似体験をさせるこ

とにした(図2)。各チームは2～3人で構成されて会社と

なり、社長と財務担当を決める。そして資本金を与え

られ、工場を設置し、ヒトを雇い、経営者としてマー

ケット盤上の市場より材料を購入し、自社工場にて加

工、営業所より他のプレイヤーとの競争入札によって

市場に販売する。この際にどれだけ付加価値をつけ、

会社の業績を上げられるかを競う。一定の割合で製造

ミス、予期せぬ退職、火災などのアクシデントも発生

する。これらを通じ、製造コスト、価格競争、販売の

タイミングなどの経営感覚を磨くことができる ( 6 )。 

 

図2 マネジメントゲーム 

このゲームでは、すべての作業を「資金繰り表」に

記入し，現金の出入りを管理する。 図3の例は、300(百

万円)もらって会社を創設し、1月に100相当の機械を購

入し、2月に一般管理費5を払って従業員を採用し、3

月に材料を9個(117百万円)購入、4月から生産に入った

ことを表しているが、危機的な資金繰りも示している。 

 

図3  資金繰り表 

4.4.  講義  
マネジメントゲームに付随する周辺知識を効率よ

く教授するため、次のような科目の中から 7～9 講の講

義を行う。  
・ 資金調達論・会計論  
・ 産学連携論  
・ ビジネスプラン構築論  
・ 知的財産権論  
・ 企業法務論  

・ プロジェクトマネジメント論 

 

4.5.  実施体制  
起業教育は学内だけではなく、学外との関係におい

て効果を持つものであり、ノウハウも学外にある。2005
年度は、パソコン講座と同様に大学と共同研究契約を

締結すると同時に、日本政策投資銀行東北支店、東北

経済連合会とも連携し、3 者共催とした (7)。  
 

4.6.  参加者・プログラム等  
2005 年 11 月 17 日～19 日、2 泊 3 日の日程で、山形

市のホテルで「ビジネス入門コース in 山形蔵王」を開

催し、学部学生 22 人、大学院学生 26 名、社会人 11
名の合計 59 名が参加した。これに先立つ 11 月 6 日・7
日に仙台で事前研修を行っている。これを含めて講義

は 12 講、マネジメントゲームは 6 期となった。  
 

4.7.  評価  
本プログラムが受講生に対し寄与できたかどうか

について、表 1～表 3 にアンケートの結果を示す。い

ずれも相当に高い満足度を示している。 

 

表１ 設問「将来のことを考えるのに役に立ちましたか」 

 

 

 

 
 

役に立った 6 54.5% 18 69.2% 17 77.3% 41 69.5%
普通 2 18.2% 5 19.2% 5 22.7% 12 20.3%
あまり変わらない 1 9.1% 2 7.7% 0 0.0% 3 5.1%
無回答 2 18.2% 1 3.8% 0 0.0% 3 5.1%
合計 11 100.0% 26 100.0% 22 100.0% 59 100.0%

社会人 大学院生 学部生 合計
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表 2 設問 セミナーに満足できましたか 

 

 

 

 

 

表 3 設問「企業会計の知識は身に付きましたか」 

 

 

 

 

4.8.  当事者の意識改革  
ビジネス入門コースは、大学生協の従来の業務の延

長にはない事業であり、生協内にも戸惑いもあった。

しかし未来を担う重要な事業として徐々に認知され、

東北大生協の 2006 年度の活動方針において、学びと成

長支援事業は食育支援に続く第 2 位に位置づけられ、

2006 年 5 月から専任職員が配置されている。職員の下

には、昨年の参加者の中から公募に応じたインストラ

クター5 名がいる。その上で、ビジネス入門コース自

体がプロジェクト化され、カリキュラム、外部の団体

との交渉などほとんどの実務を学生自身がこなし、リ

ーダーシップ、コミュニケーション能力、交渉力 (8 )な

ど、アントレプレナーシップを実践する機会として機

能している。  
 

5. 展望  
以上の通り、東北大生協では独自に危機意識を持ち、

組合員のため、大学自身では行いにくい独自の教育プ

ログラム開発に着手し、一定の可能性が見えてきた。

以下に課題を示す。  
 

5.1.  パソコン講座  
本年度も PC＆情報活用講座は 500 名を越せる参加

者が集まっている。カリキュラムは SCALE を用いた

自己分析を下に、その結果の分析をエクセルで行う、

プレゼンテーションを行うなど、キャリアを強く意識

する傾向を一段と強化している。これらを通じて、単

なる IT リテラシー講座を脱却し、名実ともに学びと成

長支援の入口としての意義を与えられるようにするこ

とが当面の課題である。  
 

5.2.  ビジネス入門コース 
2006 年は 11 月 10-12 日に 2 泊 3 日で実施する予定

である。最大の課題は採算ベースに乗せることである。

前述のようにビジネス入門コースはそれ自体がプロジ

ェクト化されており、それが赤字では示しが付かない。

社会人対象の事業の発展も重要な課題である。起業教

育は社会との関係で意味を持つもので、大学、大学生

協、地域経済が一体となって次世代の担い手を育てる

ことが、地域イノベーションに貢献することになる。  
 

6. おわりに  
戦後長らく固定化された大学と大学生協の役割分

担は、われわれの意識に無意識にバイアスを与えてい

る。大学は、大学生協が教育などできるはずがないと

思い込んでいる。大学生協職員もまた仕事の可能性を

狭く限定しがちである。しかし、まさにこのギャップ

の中にビジネスチャンスが潜んでいるのである。勇気

を持って前例のない仕事に取り組むことが大学生協に

とってのイノベーションになるであろう。更なる発展

を期していきたい。  
 
注  
1.ここで記述しているのはパソコン講座全体の戦略。情報倫

理教育に固有の戦略については参考文献 1,p.155 を参照。  
2.2004 年 度 の 情 報 倫 理 教 育 に つ い て は 参 考 文 献 1,  
pp.155-157 を参照。当初は「 PC リテラシー」よりも広い意

味で「 IT リテラシー講座」と通称されていた。  
3.パソコン講座についての全体像は参考文献 5 を参照。  
4. 実 績 に つ い て は 参 考 文 献 1, pp.157-158, 参 考 文 献 2 
pp.84-85 を参照。 2005 年度の応用セキュリティ講座につい

ては参考文献 4,5,9 を参照。  
5.学びと成長支援事業の多くが外部のセミナー会社や予備

校に委託されている。互学互修は大学生協の重要な差別化要

素となるが詳細は省く。このような概念の比較をしたものと

して、参考文献 7, p28。情報倫理に限定した参考文献 1,2 で

は「知の世代間継承」とした。  
6.マネジメントゲームの詳細は参考文献 6 を参照。  
7.産学連携戦略については参考文献 3 を参照。  
8.参考文献 8 における奈良らの分類。ビジネスプランの実行

フェーズにおける対人関係能力の 3 要素とされる。  
 
参考文献  
1.浜田良樹，谷内毅，杉八合勲，金谷吉成「パソコン講座に
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はい 9 81.8% 22 84.6% 18 81.8% 49 83.1%
いいえ 2 18.2% 3 11.5% 4 18.2% 9 15.3%
無回答 0 0.0% 1 3.8% 0 0.0% 1 1.7%
合計 11 100.0% 26 100.0% 22 100.0% 59 100.0%

社会人 大学院生 学部生 合計

非常に満足 2 18.2% 17 65.4% 5 22.7% 24 40.7%
満足 6 54.5% 6 23.1% 14 63.6% 26 44.1%
普通 2 18.2% 2 7.7% 3 13.6% 7 11.9%
やや不満 0 0.0% 1 3.8% 0 0.0% 1 1.7%
不満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 1 9.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.7%
合計 11 100.0% 26 100.0% 22 100.0% 59 100.0%

社会人 大学院生 学部生 合計
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